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衆議院法務委員会ニュース 

平成 25.11.13 第 185 回国会第６号 

 

11 月 13 日（水）、第６回の委員会が開かれました。 

 

１ 裁判所の司法行政、法務行政及び検察行政、国内治安、人権擁護に関する件 

・谷垣法務大臣、福岡内閣府大臣政務官、政府参考人及び最高裁判所当局に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

菅 家 一 郎君（自民） 

・20歳以上の学生のうち、住民票の登録地と居住地が異なる者

は、選挙人名簿に登録されず、選挙権を行使することが出来

ないことについて、法務大臣の感想を伺いたい。また、この

問題については、若者の投票率が低下している現状に鑑み、

法改正による対応等の方策を講じる必要があると考えるが、

見解を伺いたい。 

・自動運転自動車の開発に伴い、利用者の増加を見据えた法改

正を行う必要性の有無及び開発の促進に向けた政府の取組

について、法務大臣に伺いたい。 

 

階     猛君（民主） 

・法科大学院の志願者数の激減等を踏まえて、平成 25 年７月

16日の法曹養成制度関係閣僚会議決定「法曹養成制度改革の

推進について」では１年以内に法科大学院の入学定員の削減

方策の検討を行うとされているが、この検討はどのように行

うのか、伺いたい。また、来年度の法科大学院の入学定員は

大幅に減少させることとなるのか、伺いたい。 

・「法曹養成制度改革の推進について」において、法科大学院が

共通して客観的かつ厳格に進級判定を行う仕組みとして「共

通到達度確認試験（仮称）」が検討されることとされている

が、予備試験合格者の６～７割が司法試験に合格している現

状を踏まえれば、予備試験をこの達成度確認試験とすると分

かりやすいと思うが、法務大臣の見解を伺いたい。 

・平成21年３月に閣議決定された「規制改革推進のための３か

年計画（再改定）」において、予備試験合格者に占める本試

験合格者の割合と法科大学院修了者に占める本試験合格者

の割合とを均衡させるとされているが、予備試験合格者と法

科大学院修了者との間の司法試験の合格率の格差について、

法務大臣の見解を伺いたい。 

 

郡   和 子君（民主） 

・少年院を仮退院した者を受け入れている自立準備ホームにつ

いては、厚生労働省所管の自立援助ホームよりも国の助成が

少ない。同じ少年の自立のための施設であるので、自立準備

ホームへの委託費の増額や職員体制の整備などの支援策を

充実する必要があると考えるが、見解を伺いたい。 

・聴覚障害者が裁判員になる権利を保障するため、リアルタイ

ム速記を導入する必要があると考えるが、これまでの裁判員

候補者又は裁判員として選任された聴覚障害者の人数と、裁

判員となった聴覚障害者に対して行われたサービスについ

て、伺いたい。また、リアルタイム速記の利用実績について

も、伺いたい。 

・裁判で利用される音声認識システムの認識率と正確性につい

て、伺いたい。 

・裁判所においては、速記官の養成を停止し、民間委託による

録音反訳方式の調書作成となったが、プライバシーや作成に

かかる日数、調書の正確性などの問題を踏まえると、調書の

作成方法としては不適切ではないかと考えるが、最高裁判所

当局の見解を伺いたい。 

 

高 橋 み ほ君（維新） 

・企業が関係する重大な事故が相次いでいることを踏まえ、法

人の刑事責任等を追及することができる制度を導入すべき

であると考えるが、刑法における法人罰の導入の可否及び導

入により生じる不都合、諸外国における導入状況について、

伺いたい。 

・選択的夫婦別氏制度を導入すべきであると考えるが、政府に

おける検討状況及び法務大臣の見解を伺いたい。また、官公

庁及び民間企業において、旧氏の通称使用がどの程度認めら

れているのか、伺いたい。 

・各種の資格制度について、ＴＰＰ協定の締結により、国内の

士業は相互承認等の影響を受けるおそれはないのか、交渉状

況を伺いたい。 

・行政書士に対して行政不服審査の申立ての代理権を付与すべ

きであると考えるが、見解を伺いたい。 

・刑務所における刑務作業について、出所後の就職に結びつく

ような内容に改善を図る必要があると考えるが、誰がどのよ

うに決定しているのか、伺いたい。 

 

三 谷 英 弘君（みんな） 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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・法曹養成制度改革顧問会議におけるこれまでの議論の概要に

ついて、法務大臣に伺いたい。 

・法曹養成制度の現状を踏まえた改善策及び法科大学院を残す

ことのメリットについて、法務大臣の見解を伺いたい。 

・ハーグ条約の国会承認をしたことに関する海外の反応及び共

同親権の検討状況について、伺いたい。 

・いわゆるリベンジポルノを処罰する法整備を行う必要がある

と考えるが、法務大臣の見解を伺いたい。 

 

 

 

２ 民法の一部を改正する法律案（内閣提出第20号） 

・谷垣法務大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

 




